令和７年度監査計画書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　
九州地方倉庫業連合会

九州地方倉庫業連合会の会員倉庫事業者が実施する令和７年度年間監査計画を、下記のとおりとする。
記

1． 監査の基本方針

(1) 倉庫事業者は倉庫管理主任者及び倉庫管理責任者並びに倉庫管理担当者に対し自主監査　制度の習熟を図る。

(2) 倉庫の火災等事故並びに業務上における事故防止の徹底を図る。

(3) 倉庫業の経営基盤確立のため、業務の完全遂行を図る。 

２．監査重点事項

　　(1)　施設監査

　　　① 老朽倉庫の点検（老朽倉庫とは、法定耐用年数の1／2を経過した倉庫をいう。）
(参考：法定耐用年数)
・鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造りのもの　 　　　　　　　　31年

・れんが造、石造又はブロック造りのもの　　　　　　　　 　　　　　　　　　30年

・金属造のもの（骨格材の肉厚が四ミリメートルを超えるものに限る。）　　　　26年

・金属造のもの（骨格材の肉厚が三ミリメートルを超え四ミリメートル

以下のものに限る）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 24年

・金属造のもの（骨格材の肉厚が三ミリメートル以下のものに限る。）　　　　　17年

・木造又は合成樹脂造りのもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 15年

・木造モルタル造りのもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 14年
　　　② 火災防止に係る点検

　　　③ 危険品倉庫、特殊可燃物保管倉庫、毒物及び劇物保管倉庫の点検

　　　④ 登録を受けた倉庫以外の場所で寄託貨物を保管していないか。

　　　⑤ 倉庫の種類別に対応した貨物が保管されているか。

　　　⑥ トランクルームサービスを行う倉庫の施設は、その機能が完全に保持されているか。

　　　⑦ 倉庫付近に不審な物品等がないか。

　　(2)　業務監査

　　　　入出庫、保管業務における管理体制の強化と励行

　　(3)　料金監査

　　　　届出料金の完全収受

　　(4)　労災防止

　　　　倉庫における労働災害発生防止体制の整備と遵守

３．監査の実施及び報告

　　(1)　監査実施：令和7年11月1日～12月末日

　　(2)　監査回数：年1回

　　(3)　監査報告:令和8年1月末までに加入県倉庫協会に報告

　　　　　　　　　 　(自主監査結果の概要報告書及び倉庫管理主任者名簿の届出書：様式５)

（以上）　
